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［招待論文］

SDGs とビジネス
良品計画の優良事例化の試み
The SDGs and Business
An Attempt to Forge the Best Practice of Ryohin Keikaku (MUJI)

川本 充
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任講師
Mitsuru Kawamoto
Project Assistant Professor, Graduate School of Media and Governance, Keio University

　　The “governance gap” in the institutional structure of global governance, 
which continues to aggravate human rights problems and environmental problems 
amongst others, is recognized today.  This is about the issues on regulations on global 
enterprises, which partly contributed to cause global problems.  In order to fulfill the 
gap, as governance strategy, international community employed soft law strategy 
based on non-binding and influential agreements such as ‘principle’ or ‘guideline’ 
amongst others.  Today, global companies (or multinationals) are simultaneously 
contributing to problem-solving of global issues through business by utilizing SDGs, 
at the same time, signing such principles as UN Global Compacts (UNGC), Principles 
for Responsible Investments (PRI) and Guiding Principles on Business and Human 
Rights (UNGP) amongst others, which is reckoned as contributing to the fulfillment 
of such gaps.  In this regard, the SDGs are becoming to function as a tool to facilitate 
effective communication among stakeholders for promulgating their efforts.  The 
business case of Ryohin Keikaku (well known as MUJI) shows a good practice of 
this, which is expected to become a good practice of such efforts.  And, the case of 

　今日のグローバル・ガバナンスの制度構造では、人権問題や環境問題に関す
る「ガバナンス・ギャップ」が認識されている。グローバル企業の規制に関す
る問題だが、これがグローバル化の問題を生じさせてきた面がある。そのギャッ
プの解消のための戦略として、国際社会は、「原則」や「指針」といった非拘束
的合意としてのソフト・ローを用いた戦略を展開している。今日、グローバル
企業は、国連グローバル・コンパクトや責任投資原則、ビジネスと人権に関す
る指導原則といった諸原則に自主的に署名しつつ、自発的に、SDGs を活用し
つつ、ビジネスを通じた社会問題解決を行うことで、このようなギャップの解
消に貢献している。この点において、SDGs は、ステークホルダーに対し、企
業の取り組みについて効果的に伝えることのできるコミュニケーション・ツー
ルとして機能しつつある。良品計画（MUJI）のビジネスは、これを実践するも
のであり、SDGs 貢献型ビジネスの優良事例化が期待される。
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1　はじめに
　今日のグローバル・ガバナンスの構造には、いわゆる「ガバナンス・ギャ
ップ」1）が認識されている。それは、「今日、無数の国際条約が採択されてきた
はずなのに、例えば、地球環境問題や人権問題といったグローバル・イシュ
ーの諸問題が依然として改善されず、解決されないのは、どうしてだろうか」
というギャップの問題である。これは、国際法学・国際政治学領域のグロー
バル・ガバナンスの重要課題の一つである。今日まで、国際社会は、国際法
を発展させ、「法の支配」を促進してきたが、グローバリゼーションによって
引き起こされている諸問題は、国際法の網の目をくぐり抜け、深化している
面がある。特に、グローバル企業や多国籍企業と呼ばれる企業は、国家と国
家の関係を規律する国際法においては、「見えない実体（Invisible Entity）」2） 

であり、国際法によって規律されている法主体とみなすのは一般的に困難で
ある。しかしながら、このようなグローバル企業ないしは多国籍企業のビジ
ネス活動の規模は成長を続け、肥大化し、時として、国家を凌ぐ経済規模を
有するものまで現れてきている。国際政治学では、このような国際法的には「目
に見えない実体」は、少なくともこの 20 年間を見ても、「新たな行為主体」
であり、グローバル秩序に少なからず影響力を有するものとして見なされて
きた。しかしながら、大半の国際政治学者や国際法学者の主たる視線は、国
家や国際機構、条約レジームに向かい、経済活動の主な源泉である企業に向
かうことは、あまりなかったように思われる。
　一方で、国際機構は、このような企業、特に、多国籍企業の影響力につい
ても看過しておらず、例えば、国連経済社会理事会（UNECOSOC）における
多国籍企業委員会や、国際労働機関（ILO）、経済協力開発機構（OECD）、国
連人権理事会等は、グローバル企業ないしは多国籍企業が生じさせている諸
問題（人権問題や環境問題など）について、どのように対処すべきかを討議し

Ryohin Keikaku (MUJI) has a great potentiality to become one of the best practices 
of SDG business.

Keywords: ガバナンス・ギャップ、良品計画（MUJI）、SDGs とビジネス、CSV 経営
governance gap, Ryohin Keikaku (MUJI), SDGs and business, CSV
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てきた。また、実際に、国際機構のオペレーションの様々な局面において、
国際機構が企業と協働している 3）。
　国際人権分野では、グローバル企業が有するバリュー・チェーンにおける
人権保障についての議論がなされてきた。最近では、「ビジネスと人権」をテ
ーマとして、活発な議論がなされるようになってきている。主に、世界人権
宣言、国連の関連条約、国際労働条約、ソフト・ロー 4）としての、ILO 多国
籍企業および社会政策に関する原則の三者宣言、OECD 多国籍企業行動指針、
超国家企業その他ビジネス活動の人権に関する規範などが議論されているが、
現実としての国際社会の選好は、ハードな法的規制よりも、原則や、規制に
よらない管理を求める傾向にあり、今日では、「ラギー原則」と呼ばれる「ビ
ジネスと人権に関する指導原則」が支持され、影響力を持つようになってき
ている 5）。同様に、「OECD 多国籍企業行動指針」や「国連グローバル・コン
パクト（UN Global Compact/UNGC）」6）といった、「緩やかな法規範」である
ソフト・ローが支持されている。具体的な法的規制を施すようなハードなル
ールは、国家や企業の自由を奪いかねないため、国家や企業は容易な賛同に
慎重な姿勢を見せる傾向にある 7）。
　国際環境法もまた、ソフト・ローである宣言や、原則、行動計画の採択等
によって、企業の役割やパートナーシップの意義を再確認し、一定の方向性
を示してきた。例えば、1972 年ストックホルム人間環境宣言の宣言 7 や、ヘ
ルド（David Held）によれば、1992 年のリオ宣言の、原則 7、原則 12、アジ
ェンダ 21 が、企業とのパートナーシップを促進するものであるとしている
し 8）、2002 年のヨハネスブルグ宣言では、企業の社会貢献義務や企業の説明
責任、国家、国際機構、市民、企業等の参加のあるタイプ II パートナーシッ
プの促進を宣言している。国家・国際機構主導の国際的な取り組みと、企業
や NGO といった非国家主体による取り組みが、協働し、より実効的なガバナ
ンスを創出させていく方向性が強化された。2012 年のリオ＋ 20 は、上場企
業や大企業に対して、サスティナビリティ報告を行うよう求めた。
　また、気候変動問題について見てみると、法的拘束力のある温室効果ガス
の削減目標を設定している、1997 年の京都議定書からは、米国が離脱した。
その後の米国では、ビジネスを通じた気候変動への取り組みが国内的に促進
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されるという流れとなった 9）。2015 年に採択された、気候変動に関するパリ
協定の交渉過程においては、気候変動交渉の停滞を打破する意味もあり、利
害関係者としての企業の参加が確保された。気候変動問題解決のための企業
の積極的役割が認められ、これまで交渉の障害となっていた行為主体が、政
府とともに問題を解決していくという流れとなっていった。パリ協定自体が、
条約というハード・ローではあるものの、枠組み的な性格が強く、比較的緩
やかな法規範ではある。しかしながら、米国は、政権の交代が影響し、2017
年には、パリ協定を脱退表明（Withdraw）した。今日の米国は、これまでと同
様に、グローバル企業を多数抱えていること、そして、気候変動問題の意識
が高い消費者や投資家が多く存在していることなどを背景に（もちろん、企業
そのものが意識が高い場合もある）、気候変動政策そのものには無関心ではな
いが、国際政治的には米国のユニラテラリズムが目立つ格好となっている 10）。
　気候変動問題における企業の役割や可能性は、政治、経済、社会、環境の
あらゆる側面において、看過することができないものとなってきていると言
える 11）。2015 年は、パリ協定だけではなく「持続可能な開発目標（以下、
SDGs）」の採択もあった 12）。これは、2000 年の「国連ミレニアム開発宣言」
と開発途上国を対象としていた 15 年計画の「国連ミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals/MDGs）」の流れから、先進諸国を加える形
で形成された 2015 年から 2030 年の 15 年間の国連の開発目標である。MDGs
と SDGs の相違点は、記述の先進諸国を加えたすべての国連加盟国が対象と
なっている点、目標と指標の数、そして、企業の参加などが挙げられる。特に、
SDGs では、企業の参加が大きなインパクトとなっており、SDGs が始まって
4 年目になる今日では、SDGs による企業へのインパクトが大きな特徴となっ
ている。
　この SDGs もまた、国連総会決議として採択されたソフト・ローであり、
このような「緩やかな法規範」が、企業のビジネスのあり方にも影響を持ち
始めているものと考えられる。SDGs の形成過程には、ビジネスに関わる非
政府組織としての、持続可能な開発のための世界経済人会議（World Business 
Council for Sustainable Development/WBCSD）や、UNGC、そして、グロー
バル・レポーティング・イニシアティブ（Global Reporting Initiative/GRI）等
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も加わっており、ビジネスと親和性のある枠組みを構築することに寄与した。
このことは、SDGs が、多くの企業に受け入れられることにつながっている。
　SDGs の狙いは、第一に、持続可能な開発の実現のためのグローバルな目
標に、国連や国連加盟国がどの程度貢献しているか、という進捗を測ること
にある。また、第二に、国際環境条約の履行を促進することがある 13）。後者
について見てみると、例えば、気候変動関連条約の実効性を高めていくため、
SDGs のいくつかのターゲットの中には、非拘束的な気候変動関連ターゲッ
トが用意されており、持続可能な開発の文脈において、国際環境条約が履行
されていくような制度設計がなされている。また、多くの SDGs ターゲット
が基本的人権との関係性を有しているとも言われており 14）、SDGs の取り組
みは、そうした人権や環境といったグローバルな課題にも意味を持つものと
理解される。そして、SDGs は、このような理解に基づくと、現実に生じて
いるガバナンス・ギャップを埋める作用を有しているものとみなすことも可
能である。したがって、SDGs が、国連加盟国や国連などの政府間国際機構
だけではなく、企業のような非国家主体によって取り組まれていくことは、
グローバル・ガバナンスの実効性を確保していく上で、特段の意義があるも
のと言える。
　そこで、本稿では、このような認識に立ち、持続可能な開発とビジネスを
めぐるグローバル・ガバナンスの新展開について俯瞰する。そして、グロー
バル企業としての株式会社良品計画を事例に 15）、SDGs とビジネスの関係性、
そして、その可能性について検討するものとする。

2　�グローバル・ガバナンスの新展開－行為主体としてのグロ
ーバル企業とソフトな法規範－

　グローバル・ガバナンスの源泉の主なものとして、国際条約が挙げられるが、
グローバル企業には、このような、国家間のルールでは、十分な規制は及ば
ない。現実として受け入れられたのは、既述の通り、原則や指針といったソ
フト・ローである。国連を中心とした取り組みが、グローバル・ビジネスの
あり方 16）に、実質的に影響力を持つためのソフト・ロー戦略が構築されている。
　1992 年セリーズ原則（旧称：1988 年バルディーズ原則）は、NGO である、「環
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境に責任を持つ経済のための連合（Coalition for Environmentally Responsible 
Economies/CERES）」の名に由来する原則であるが、1989 年のエクソンバル
ディーズ号原油流出事故を契機に、投資家と環境保護団体が結成し、形成し
た原則である。セリーズ原則は、影響力のある原則として機能し、環境投資
を促進するエコファンド、企業の情報開示に取り組むグローバル・レポーテ
ィング・イニシアティブ（Global Reporting Initiative/GRI）（1997 年設立）、
気候リスクに関する投資家ネットワーク（2003 年設立）、といった、今日のコ
ーポレート・ガバナンスでは、影響力のある組織や取り組みを創出した実績
がある。
　SDGs に関わる取り組みに関しては、この GRI による企業報告ガイドライ
ンや、国連によって採択された企業責任に関する原則としての UNGC（1999
年採択）、そして、投資家の責任に関する原則として、国連責任投資原則（UN 
Principle for Responsible Investments/UNPRI）（2006 年採択）、国連環境計
画による、UNEP ポジティブインパクト金融原則（2015 年採択）、国連責任
銀行原則（UN Principles for Responsible Banking）（2019 年採択予定）そして、
国連人権理事会によって採択された、ビジネスと人権に関する指導原則（2013
年採択）といったものの採択がある。これらは、国や企業を法的に拘束するも
のではないが、これらに署名したり、ネットワークの活動に参加することで、
企業は、自らのビジネスをより持続可能にする機会を得ることにつながって
いる。また、これら諸原則に反したビジネスは、社会的ペナルティの対象と
なる可能性もあるため、企業が永続的に存在し続けるためには、これら諸原
則を尊重したビジネスを展開していくことが求められる。
　しかし、2015 年に採択された SDGs は、これらの諸原則の採択やイニシア
ティブの創設によって、ビジネスへの影響力が担保されたというわけではな
い。SDGs の形成過程には、WBCSD の参加があったので、SDGs が制度設
計上、ビジネス活動と親和性があるのは事実である。しかし、実際には、企
業の自主的な参加だけでは不十分で、何らかのインセンティブが必要となる。
SDGs は、企業にとって、新たなビジネスチャンスや投資の機会を提供する
ものである必要があった。実際に、SDGs に対する認知度が高まり始めたのは、
日本においては、年金積立金管理運用独立行政法人（Government Pension 
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Investment Fund/GPIF）が ESG（環境、社会、ガバナンス）指数に連動した
日本株のパッシプ運用を 1 兆円規模で開始すると発表してからである、と分
析するものもある 17）。これは、2017 年 7 月のことである。世界的にも、いわ
ゆる、PRI 採択以降、それまで責任投資（Responsible Investment/RI）や社
会的責任投資（Socially Responsible Investment/SRI）と呼ばれていたものが、
ESG 投資として促進されており、この ESG 投資のインパクトを SDGs にア
ラインメントする傾向が見られるようになっている 18）。今日、投資家は、
SDGs を分析ツールとして活用することで、自らの投資のインパクトを SDGs
に照らして把握することができるようになってきている 19）。こうして、ESG
投資、ないしは、SDG 投資の規模は、拡大を続けている 20）。

図　PRI 署名機関数と投資資産残高
Source: PRI, Principle for Responsible Investment: An investor initiative in partnership with 
UNEP Finance Initiative and the UN Global Compact (PRI, 2019), p. 6. (https://www.unpri.org/
download?ac=6300).

　このような SDG 投資の環境が整ってくると、投資されるのは「善い企業」
であり、社会問題の解決にビジネスを通じて貢献することができる企業であ
る。これには、グローバル企業も含まれる。企業は、政府、国際機関、投資家、
消費者、アカデミア、NGO といった様々なステークホルダーとの関係から、「善
い企業」であることがより一層強く求められるようになっている。国際政治
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学では、自己利益を最大化させることに注力する行為主体として理解される
企業も、ただ単なる利益の追求ではなく、経済的効果と社会的価値を同時に
追求し、実現することを目指す「善い企業」へと変容することが求められる
よ う に な っ て き た。 い わ ゆ る「 企 業 の 社 会 的 責 任（Corporate Social 
Responsibility/CSR）」は、ラギーによれば、その企業の信頼性を担保するに
は十分ではないと指摘されるが 21）、今日の SDGs の制度設計では、UNGC や
PRI 等といった緩やかな法規範や、多様化した行為主体（国家（政府）、国際
機構、アカデミア、投資家、NGO、メディア等）によるモニタリング、そして、
企業の成長にとっては不可欠な投資環境が SDGs と連携することによって、
企業への圧力も高まっていることの結果、CSR 活動は促進されているものと
考えられる。そのような中、経営学などで議論される、いわゆる、社会問題
解決貢献型ビジネスモデルは、「共通価値創造（Creating Shared Value/CSV）
経営」と呼ばれ、経済効果と社会的価値の創出の相乗効果を狙う経営として、
注目されている 22）。ここに、SDGs が関わりを持ち始めており、今日の企業
のビジネスモデルにも影響し始めている 23）。
　これを実践する代表的なグローバル企業としては、オランダに本社を置く
消費財メーカー、ユニリーバ（Unilever）がある。グローバル企業であるが、
国連の SDGs 取り組みにおいてかなり存在感のある企業である。ビジネスを
通じた石鹸の普及による衛生環境の改善、乳児死亡率低下などに取り組んで
いる。現在、ユニリーバは、約 16 万人の従業員を抱えるグローバル企業であ
り、「Dove」「Knorr」「Lipton」「Lux」などのメガ・ブランドを有する。ユニ
リーバは、設立の当初から、そのビジネスモデルが、社会問題解決を中核に
据え、形成されてきた経緯がある。また、自社を「世界最大の NGO」と表現
するぐらいに、このビジネス・モデルを実践している 24）。ユニリーバのこれ
らのメガ・ブランドも、それぞれのブランドを基軸に、社会問題の解決が念
頭に置かれているとのことである 25）。ユニリーバは、今日では、サスティナ
ビリティを統合した経営を行っているグローバル企業として、SDGs ビジネ
スの最優良事例の一つと見なされていると言っても過言ではない。
　同社 CEO のポール・ポルマンは、「すべての企業は、SDGs を達成するこ
とで実現するより公平でレジリエントな世界から利益を得ることができる。
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新しい市場や投資、イノベーションに数兆ドル規模の機会を見いだすことが
できる。しかし、そのために我々は、これまでのビジネスのやり方を改め、
貧困や不平等や環境に立ち向かわなければならない。」と述べた 26）。また、最
近では、自社のホームページを通じて、「企業は、サステナブルな暮らしの実
現に貢献することで、市場に波紋を投げかけ、指導的立場に立つことができ
ます。そうすれば、製品の品質の高さや正当な価格に加え、社会的責任や意
義にも目を向けている消費者に選ばれるようになります。ビジネスとサステ
ナビリティの間にトレードオフはありません。ユニリーバでは、サステナビリ
ティが本当の価値を生み出しています。」と述べている 27）。また、ユニリーバ
は、持続可能なパーム油の基準設定に積極的に参画したり 28）、国連が主催す
る SDG ビジネス・フォーラム（SDG Business Forum）にも登壇し、情報発信
を行っている。このように、ユニリーバは、一企業であるが、発言し、グロ
ーバル社会が抱えている諸問題への解決に、ビジネスを通じて貢献している。
ユニリーバの事例は、経済的効果と社会的価値の相乗効果を具現化している
事例であり、かつ、グローバル・ガバナンスの行為主体としての企業の具体
例でもあると考えられる。
　ユニリーバの事例からの教訓として、KPMG ジャパン統合報告センター・
オブ・エクセレンスは、以下の三点を指摘している。第一に、サスティナビ
リティが本業に直結していること、第二に、トップ・マネジメントのコミット
メントがあること、第三に、グローバル・スタンダードを自ら策定しているこ
と、といった点である 29）。今日の日本の SDGs の取り組みにおいても、これ
らの点について重視する声が聞かれる。第一の点については、SDGs との兼
ね合いからも、ビジネス戦略の再検討、SDGs との関連性を見据えた既存事
業の再構成といった企業の取り組みの点にも見られる。第二の点についても、
企業の今後の方向性を示す意思として、トップマネジメントのコミットメント
の重要性が主張されている。これは、経営方針にも影響を与えるからである。
そして、第三の点については、消費者からのサスティナビリティへの懸念と
消費者行動の変容によって生じる不利益を回避し、健全なビジネスを図るた
めの行動であり、それによってより永続的なビジネスを展開していくことが
可能となる。
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　今日のグローバル・ガバナンスは、グローバル企業という、国際法的には「見
えない実体」に秩序ある行動を取らせるために、原則、指針といったソフト・
ローを戦略的に用い、そして、多様な行為主体によるモニタリングによって、
対処しているものと考えられる。しかし、ここで得られるポジティブなインプ
リケーションは、企業は、「善い企業」であれば何の問題もなく、ビジネスを
享受できるということである。そして、むしろ、投資家や消費者の支持も広
がり、より一層のビジネスチャンスを得ていく可能性がある、ということで
ある。したがって、SDGs は、経済的効果と社会的価値の好循環を創出する
機会を、グローバルに提供しているものと言える 30）。

3　良品計画とSDGs －優良事例化の試み－
　日本発のグローバル企業で、今日では、一般消費者にも非常に身近な企業
の一つとして、良品計画がある。良品計画は、1989 年（登記上 1979 年）に製
造小売企業として創設され、「無印良品」、「MUJI」の商標で知られる。今日
では、グローバルに、老若男女、幅広く支持されており、2018 年 2 月の段階
では、合計 928 店舗（海外 474 店舗）の規模となっている。従業員数は、
17,652 名（臨時従業員等 9,534 名を含む）に達している 31）。家庭用品、衣料品、
家具、家電、ヘルスケア、住宅と、約 7,000 品目をライン・アップしてい
る 32）。国内外に存在感のあるユニークなグローバル企業である。
　良品計画のビジネスは、日本経済のバブル時代に、大量消費、大量破棄の
社会に対するアンティテーゼとして生み出されてきた背景がある。企業側の

「資本の論理」から離れ、生活者側の「人間の論理」に基づいたノーブランド
の商品を生み出すことが志されてきた。消費者が自らを豊かにしていく、つ
まり、「生活者の自由を確保する」という発想で、ビジネスを展開してきた。
経済学博士であり、経営者でもある堤清二氏によって、良品計画もブランド
力のある企業へと導かれた経緯もあるが、今日では、グローバルなブランド
としての「MUJI」が、日本のみならず、アジア、ヨーロッパ、アメリカ、オ
セアニア等で日常的に見られるようになった。良品計画は、ただ単に、販売
網を海外に広げるだけではなく、地域社会に根ざし、地域の課題に取り組ん
でいくことも想定している 33）。
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　良品計画のビジネスモデルもまた、CSV 型であると考えられる。これは、
ユニリーバと共通している点でもあるが、良品計画は、社会問題解決型ビジ
ネスを追求しているグローバル企業でもある。CSR を企業活動の事業の一種
として活動する企業がある一方で、良品計画は、CSR そのものを本業とする
形で、ビジネス・モデルを構築している。
　良品計画の実践する CSV 型ビジネス・モデルの事例はいくつかある。例え
ば、日本で展開している Café & Meal MUJI の全店で、あるコーヒーが販売
されている。消費者が日常的に利用しているカフェで、消費されている。一
般のコーヒーとなんら変わりもない、風味豊かなコーヒーであり、人気商品
である。このコーヒーは、良品計画が、「ドイトゥン開発プロジェクト」によ
って栽培されたコーヒー豆を商品化したものである。タイ・ミャンマー・ラオ
スの国境をまたいで位置する山岳地帯の、アヘン栽培に依存するしかない状
況にある地域を、タイ王室の財団が中心となって、脱アヘン、その代替に、
コーヒー豆やマカデミアナッツを栽培する地帯へと再開発していった。Café 
& Meal MUJI は、このコーヒー豆を使用している。このコーヒーの消費は、
タイ・ミャンマー・ラオスの人々の生活水準の向上と安定につながっている。
これに加えて、Café & Meal MUJI は、グアテマラにある、農園内に学校を併
設したサンミゲル農園のコーヒー豆、コロンビアの知的障害者受け入れを行
っているフェダール農園のコーヒー豆も使用し、Café & Meal MUJI のコーヒ
ーとしてブレンドし、販売している。この商品は、サプライチェーンにおいて、
その地域にある諸問題の解決に貢献する商品であり、この商品が消費されれ
ばされるほど、その国々の、その地域の人々の抱える問題の解決に貢献する
社会的インパクトがある。また、これにより、良品計画も収益を得る。これは、
まさに、経済効果と社会的価値の好循環が具現化された商品である。
　このような商品デザインに基づく MUJI 商品は、他にもある。オーストラ
リアのダウンを使用し、ミャンマーで生産したブルゾンは、オーストラリアや
ミャンマーの経済に貢献するだけでなく、アニマル・ウェルフェアにも貢献
する MUJI 商品である。「健全な飼育」と認定されたオーストラリア産ダウン
を使用し、強制給餌をしない、生きたまま羽毛を取らないという責任あるダ
ウン調達の基準をクリアしているもののみを使用した製品である。デザイン
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や機能だけでなく、飼育環境や採取方法といった自然に対する向き合い方も
考えながら、原材料を選択している。この他にも、成長が早く、二酸化炭素
も吸収する竹を素材として活用したトイレットペーパー（生産地：中国）、オ
ーガニックコットン（生産地：ミャンマー）等、多々ある。これらの MUJI 商
品は、社会的インパクトや暮らしの良さを配慮した製品デザインに基づいて
いる。
　日本では、地域創生の取り組みも見られる。「鴨川里山トラスト」、里山ト
ラスト活動の一環としての日本酒製造と販売、国産杉の利用、廃校利用とし
ての「無印良品の小屋」、第 6 次産業支援としての「里の MUJI みんなみの里」

（千葉県鴨川市）、キャンプ事業等の取り組みである。これらもビジネスを通
じた取り組みとして行われている 34）。
　さらに、国際機構との協働的な取り組みも見られる。2013 年に、良品計画は、
UNGC に署名しており、また、国連開発計画（United Nations Development 
Programme/UNDP）や UNGC が関わるビジネス行動要請（Business Call to 
Action/BCtA）に参加し、カンボジア、ケニア、キルギスの手工業者の商品開
発支援を行っている。この取り組みは、同年、国際金融公社（International 
Finance Corporation/IFC）の「インクルーシブ・ビジネス・リーダー賞」の
受賞につながった 35）。2014 年には、UNDP との共同プロジェクトを通じて、
エクアドル・アマゾン地域の女性グループの商品開発支援を行い、椰子の葉
を使って編んだバッグを、MUJI のオンライン・ショッピングサービスを通じ
て、販売した 36）。また、各国の工場での労働環境の向上のための、国際労働
機関（International Labour Organization/ILO）、IFC による「ベター・ワーク・
プログラム」に、2016 年から参加している 37）。
　このような取り組みの一方で、良品計画は、このような商品の背後にある、
サプライチェーンでのサスティナブルな取り組みを効果的にアピールできて
いない面も見られる。例えば、品質保証のために既に取得している認証や、
製品に関する情報などを効果的に公開しきれていない面がある。日本的な奥
ゆかしさと言えば、美しくも聞こえるが、ユニリーバ等の企業は、サスティ
ナビリティを中核に据えたビジネスモデルと、積極的な情報の開示と改善を
繰り返すことによって、消費者や労働者の支持を獲得し、SDGs のリーダー
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的企業の地位も得て、ビジネスで優位性を確保しているようにも見える。こ
の状況の改善策の一つとして、良品計画は、共通言語としての SDGs を活用
して、良品計画の取り組みを効果的に情報発信していくことが、一先ずの課
題であると思われる。
　また、グローバル企業として指摘のある問題点が、良品計画にも該当する
可能性がある。ラギーは、グローバル企業が抱える問題点として、自身の論
文で、以下のように指摘している 38）。

「…親会社は、子会社の全てを所有しているとしても、限定的な法的義務
（liability）を享受している。これは、親会社は、その投資の程度を超えて、
子会社が被るリスクもしくは子会社が課する金銭的な損害に対して一般
的に法的義務を有さない、ということである。…」

　ラギーは、グローバルな企業の多くが、契約を結び、子会社を有しているが、
例えば、立証可能な不注意や、詐欺、親会社が命令し、または、その不作為
によって生ずる、その他の不法行為、といった例外の場合を除いて、子会社
が生じさせた損害に対して法的責任を追わない、と指摘している。つまり、
グローバル企業の傾向として、それ自体が構築するサプライチェーンに参加
する企業（子会社）が問題を生じさせた場合には、その責任は、その契約下に
ある企業に向けられるという問題点をラギーは指摘しているのである 39）。ラ
ギーが、想定しているグローバル企業（多国籍企業（multinationals）と表現し
ている）には、エクソン、GE、ユニリーバ、シノペック、グーグル、コカコ
ーラ、トヨタ、ノバルティスなどが挙げられ、効率性、マーケットシェア、利
潤のために、世界的なオペレーションを合理化しながら、経営を行っている、
としている。
　良品計画は、商品開発設計は自社で行うものの、グローバルなサプライチ
ェーンを構築している一方で、その生産の多くを委託している。委託の基準
やサスティナビリティの確保の状況の公開は、消費者との信頼関係の構築の
上で、意味のある手段にも思える。既述の、労働環境の向上の取り組みや、
取得した認証を敢えて公開していないといった点からも、グローバル企業と
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してのアカウンタビリティーの課題が、他の行為主体によって指摘される可
能性があるものと懸念される 40）。
　良品計画は、既に SDGs に貢献するビジネスを実践している点において注
目に値する。しかし、一方で、今後の課題として、良品計画の取り組みを
SDGs に関連づけ可視化することや、商品や自社の取り組みに関する情報の
公開度を高め、透明性を高めることによって、よりアカウンタブルなビジネ
スを実現していくことは課題であり、ユニリーバの経験から見ても有益であ
ると考えられる。そうすることによって、よりいっそう健全なグローバル企
業としての良品計画というものが実現するように思われる。

4　おわりに
　グローバル・ガバナンスにおけるガバナンス・ギャップの一つは、国際法
の次元では「見えない実体」であるグローバル企業のビジネス活動に起因し
ている。そして、そのグローバル企業は、今日の国際政治においては、看過
できない、グローバル・ガバナンスの行為主体として出現している。昨今では、
グローバル企業は、国家（政府）、国際機構、アカデミア、投資家、NGO、メ
ディアによるモニタリングに曝される一方で、自主的（Voluntary）、内発的

（Endogenous）、自発的（Spontaneous）に、サスティナビリティを中核に据え
たビジネスモデルへと刷新していくことが否応無く求められている。本業と
しての SDGs を実践する企業は、自身にとってより有利なビジネス環境を獲
得しやすくなるものと考えられると同時に、ビジネスの根幹であり、長きに
わたり見過ごされてきたサスティナビリティを実現し、秩序あるグローバル・
ガバナンスの実効性に貢献することになる。良品計画の事例は、既に、経済
的効果と社会的価値の好循環を志向する CSV 経営を行っている企業が、い
かにして既存のビジネス活動を SDGs に貢献するものとして整合させ、可視
化していくか、という再構成の取り組み事例でもあると考えられる。また、
その取り組みの過程で認識された課題が存在する場合には、改善によってよ
り洗練されたビジネスを創出していく、ということになるものと考えられる。
国連による SDG ビジネス・フォーラムでは、日本の企業のプレゼンスが弱く
感じられなくもないが、良品計画の取り組みを優良事例化し、グローバルに
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発信していくには素晴らしい場であるように思われる。そして、この意味に
おいて、良品計画の取り組みは、持続可能な開発のグローバル・ガバナンス
の実効性に自主的に寄与するという、優れた事例であるとも考えられるので
ある。
　しかしながら、特筆すべきは、ラギーの主張するように、このような取り
組みは、あくまでもその企業の自主性に任されたものである、ということで
ある。今日では、「SDG ウォッシュ」という言葉も現実に聞かれ始めている。「ホ
ワイト・ウォッシュ」、「ブルー・ウォッシュ」、「グリーン・ウォッシュ」、「ピ
ンク・ウォッシュ」等、「不都合な真実を隠す」場合に、NGO、消費者、メデ
ィアからの批判の対象となる場合がある 41）。企業の取り組みは、創造性の面
で豊かである一方、多大な社会的インパクトを、消費者や労働者に対して有
している場合がある。企業の有する豊かな想像力や積極的な姿勢を損なわな
い形で、SDGs に取り組んでいくメカニズムが求められると言えよう。

注
1） 東澤靖（2015）「ビジネスと人権：国連指導原則は何を目指しているのか」『明治学
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